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現代オース トラリアの教育改革が開発教育に及ぼす影響に関する一考察

南オース トラリア州に着 目して

木 村 裕

1.課 題 設定

開発教育(developmenteducation)は 、南北問題の解

決が大きな課題 と認識され るよ うになった1960年 代

に、主に欧米のNGOを 中心 とする国際協力 ・援助団

体によって、開発途上国の貧困の状況を先進国に住む

人々に知 らせることを目的 として実践 され始めた教育

活動である。その後、南北問題、貧困、格差、難民、

環境破壊な どの地球的諸問題の解決 と国際平和の実現

をめ ざして、イギ リスを中心とするヨー ロッパ諸国、

オース トラリア、カナダな どにおいて、国際連合、各

国政府、NGO、 教師などによって積極的に実践 されて

きた。また、実践の場も、学校外教育の場か ら学校教

育の場へ と広がってきた。

学校外教育の場においては、実践主体の意図のまま

に開発教育を実践す ることが可能であった。実際、

NGOに よ る学校外教育の場での実践では、ワークシ ョ

ップ、キャンペーン活動、ロビー活動など多様な形態

が採 られ、扱われ る問題 も開発途上国に見 られる問題

や自国に見 られる問題など様々であった。 しか し学校

教育の場において実践す る場合、必ず しも実践主体の

意図のままに実践することができるとは限らない。な

ぜな ら、た とえば日本において学習指導要領が設定 さ

れているように、国家が公教育としての学校教育に対

して求める基準や枠組み との整合性を保っ ことが要求

され るからである。

日本の学校教育の場ではこれまで、開発教育に興味

を持つ教師が自分の担当す る教科学習の中で工夫 して

実践をした り、総合的な学習の時間に取 り組んだ りし

てきた。また、そ うした蓄積 を踏まえて、学校教育の

場において どの ように実践す ることが可能であるかと

い うことや、参加型学習と呼ばれる学習形態の特徴 と

効果、地域のNGOな どと連携 した実践事例などが紹

介 されてきた1。これ らの成果は学校教育の場における

実践を広めていく上で重要な役割 を果た してきた。 し

か しその一方で、学校教育の場において実践 されるか

らこそ立ち現れて くる開発教育研究上の課題が明確に

意識 されることは少なかったと考え られ る。 しか しこ

の課題は、学校教育の場に開発教育を位置づけていく

上で必ず取 り組まなければならないものであり、日本

における今後の開発教育研究を進める上でも避 けて通

ることはできないと考えられる。

オース トラ リアでは歴史的に、連邦政府が開発教育

の発展に深く関わってきた2。学校教育の場に実践が広

がってきてか らも、連邦政府は大きな影響を及ぼして

いる。特に、連邦政府の海外援助活動を担当 している

オー ス トラ リア国際開発 庁(AustralianAgencyfor

InternationalDevelopment:以 下 、AusAID)に よって進

め られ ているグローバル教育プ ロジェク ト(Global

EducationProject:以 下、GEP)3で は、AusAIDが 資金

援助をし、各州 ・直轄区の研究者や開発教育セ ンター

と協力 しながら、教材開発や教師教育を進めている4。

GEPの 一環 として作成 され、オース トラ リアの学校

教育の場で広 く使用 されている単元事例集 として 『グ

ローバル ・パー スペ クテ ィブ ・シ リー ズ(Global

PerspectiveSeries)』(以 下 、『シリーズ』)5が 挙 げられ

る。『シリーズ』はオース トラリア国内外の研究成果を

取 り入れなが ら著されたものとして高い評価を得てお

り、主に学校教育の場における開発教育の実践におい

て利用されている。 しか し、筆者が 『シ リーズ』に収

められている単元の分析を通 して明らかに してきたよ

うに、『シリーズ』の背景にある理論の レベルでは掲げ

られていた既存の社会構造を批判的に問い直すとい う

視点が単元設計のレベルにおいては十分に反映 されて

いないなど、その内容には制約 も見られる6。
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ただし、学校現場における実践に影響を与えている

のはGEPだ けではない。今 日のオース トラ リアでは教

育改革が強力 に推進 されてお り、開発教育 も含めて学

校教育全体に大きな変化 をもたらしつつある。そのた

め、教育改革が学校教育に与える影響 とい う、よ りマ

クロなレベルで開発教育を取 り巻 く状況を把握 してお

く必要がある。マクロな レベルの状況を適切に把握 し

ておかなければ、理論上 と実践上の課題 を現実に即し

て捉 えることが不十分 となり、開発教育研究の射程を

倭小化してしまうことに もつなが りかねないためであ

る。 しか しなが ら、こ うした視点で検討 している先行

研究は管見の限 り見 られない。

そこで本稿では、現代オース トラリアの教育改革が

学校教育の場における開発教育にどのような影響 を及

ぼしうるのかを、主に政策 レベルの特徴に焦点をあて

て明 らかにす る。これにより、学校教育の場 において

実践 され ることによって明確になる開発教育研究上の

課題 を抽出す ることが可能 になるだろ う。

この課題に迫るためにまず、オース トラリアにおけ

る開発教育の様相を概観する。続いて、1996年 か ら

2007年 ま で連邦政府 を率いていたハワ 【表

一 ド(Howard
,J.)政 権(自 由党 ・国民党

連合)の 教育改革の特徴をまとめ、この

改革が開発教育に及ぼ しうる影響を検討

す る。また、オース トラリアでは初等 ・

中等教育にっいては各州 ・直轄区が権限

を持ってきたため、連邦政府の動きがそ

のまま各州 ・直轄区の教育活動に反映 さ

れ るわけではない7。よって、連邦政府が

進める教育改革が各州 ・直轄区において

どのように取 り入れ られ、開発教育に影

響を与えようとしているのかも見てお く

必要がある。そこで、開発教育の研究 と

実践が盛んに行われてきた南オース トラ

リア州に着 目して検討 していく。

きない。そこでここでは代表例 として、開発教育発祥

の地とされているイギ リスの研究成果に学びつつオー

ス トラリアの文脈で執筆 された最初の著書であり、今

日でもなおオース トラリアにおける開発教育研究のバ

イブル的存在 となっている、コルダー(Calder,M.)と

ス ミス(Smith.R.)の 『万人にとってよ りよい世界を

(ABetterWorldforA〃)』8を 取 り上げ、オース トラ リ

アにお ける開発教育の概要をつかんでお こう。

コルダー らは開発教育の理念 として万人に とって

のよりよい世界の構築を掲げた上で、開発教育を 「子

どもたちが、万人にとっての よりよい世界の開発に効

果的に参加す るのを助けるプ ロセス」であるとともに、

「全てのカ リキュラム領域に取 り入れ られ るパースペ

クティブ」であると定義 している9。そ して、「エンパ

ワーメン ト」 「万人にとっての社会の進歩」 「世界とそ

こに住む人々の生存」「関わ り合いと行動」 「世界規模

での公正」の5点 を目的 として掲げた上でlo、 これら

の 目的を達成す るために必要 となる具体的な 目標を、

「知識 ・理解」「スキル ・プロセス」 「感受性 ・価値観」

「関わ り合い ・行動」に分けて提示 している(表1)。

:コ ルダーとス ミスによる開発教育の目標】

2.オ ー ス トラ リア に お け る開 発 教 育 の(表
は 、『万 人 に とっ て よ り よい 世 界 を』(pp.19-20)を も とに筆 者 が 作 成)

知識 ・理解 感受性 ・価値観

・自己への気づき

・他文化への気づき

・パースペ クテ ィブへの気づき

・地域内と地域間の不平等

・相互依存

・変革 と開発

・肯定的な自己イメージ

・他者の受容 と他者への尊敬

・開かれた心

・共感

・公正 さに対す る関心

・人権の尊重

・民主主義への関わ り合い

ス キ ル ・プ ロセ ス 関わ り合い ・行動

・関わ り合お うとすること

・探 究 ・別の行動方針を見つ けること

・批判的思考 ・起 こりそ うな結果 について評

・コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン 価す ること

・意思決定と問題解決 ・個人的な関わ り合い

・社会的技能 ・適切な行動を起 こす こと

・政治的技能 ・行動のプ ロセス と行動の効果

を評価すること

概要

オース トラリアにおいて開発教育は、NGO、 連邦政

府 、学校の教師など様々な主体に よって実践 されてき

た。そのため、開発教育を一枚岩的に捉えることはで

コルダー らの開発教育論の特徴 を詳細に検討 して

みると、次のような特徴を指摘することができる。そ

れは、自他への気づきや相互依存関係への認識を深め
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ること、自他 を肯定的に受け入れた り人権や公正 さを

尊重 した りしようとすること、問題解決に必要なプロ

セスを知 り、そこで求められる技能を身にっけること、

様々な可能性を考慮 した上で適切 と考えられる行動を

起 こす とともに、その改善に向けて自らの行動の結果

を評価す ることなどをめざした学習を想定 しているこ

と、そ して、問題の解決をめざすために社会を批判的

に捉 えさせ ようとしていることであるn。

目的と目標、そ して上述の特徴 を踏まえると、コル

ダー らの開発教育論で提起 されている開発教育の強調

点 として、以下の3点 を指摘することができる。それ

は、「万人にとっての平和や公正、持続可能性 を追求す

ること」「多様な価値観や視点を受け入れ、尊重す るこ

と」 「既存の社会構造を批判的に吟味 し、必要に応 じて

その変革を志向すること」である。

以上を踏まえて、次に、現行の連邦政府 による教育

改革の特徴 と、それが開発教育に どのよ うな影響を及

ぼしうるのかを見ていこう。

3.現 代 オース トラ リアにおける連邦政府の教育改革

の特徴と開発教育に及ぼしうる影響

オース トラリアでは連邦誕生当初、アングロ ・オー

ス トラリア文化への非白人の同化 を進めることをめざ

す白豪主義 を国是 として国づくりを進めてきた。 しか

し、第二次世界大戦後になると、国の防衛 と経済復興 ・

成長を目的 とした非英語系ヨーロッパ人の移民や難民

の積極的な受け入れに伴って多文化社会化が進む とと

もに、アジア太平洋諸国 との関係を強化する必要性が

高まり、白豪主義 の廃止が議論されるよ うになる。そ

して1978年 、オース トラリアは公式に多文化主義国家

であることを宣言し、新たな歩みを見せ始めた。

オース トラ リアにおける多文化主義では当初、文化

的多様性の尊重、公正な参加の保障、そ して、構造的

な不平等の解消がめざされていた12。す なわちそこで

は、それぞれの個人や集団の持つ文化や価値観の多様

性をできる限り尊重すること、権利 と機会をすべての

人々に平等に与えること、文化的背景や価値観の違い

が直接の原 因となって不利益を被 る個人や集 団が生ま

れるような社会構造をなくす ことが重要であるとされ

ていた。初等 ・中等教育に関 しては、州 ごとに異なる

教育制度が設けられ、また、カリキュラム編成や教科

書選択などが各学校に任 されることによって、連邦政

府による国策を参考に しつつも、各州が独 自の教育制

度を設定 し、その中で各学校が 自校の実情に合わせて

教育活動を行ってきた。 これ によ り、多様性 に配慮 し

た教育活動が可能 になっていた と考えられる。

しか しなが ら1980年 代後半よ り、経済発展による

国力増強をめざした教育水準の底上げの動きが見られ 、

統一的な基準に基づく、教育成果を重視 した教育政策

が国家主導で進められるようになった。その背景には、

アジア諸国の台頭 や、宗主国であるイギ リスとの政

治 ・経済 ・軍事な どの面での関係の希薄化がある。す

なわち、アジア太平洋地域にある国家として十分な地

位を確立することがオース トラ リアの重要な国家政策

の課題 とな り、その課題への取 り組みの1っ として教

育改革が掲げられたのである。 こうした動 きはハワー

ド連邦政権が発足 した1996年 以 降に特に顕著 となり、

同政権に よる政策の大きな転換によって、学校教育は

新たな局面を向かえることとなった。

ハワー ド政権による教育政策の特徴 として、主に以

下の3点 を指摘することができる13。1つ 目は、国家に

よる教育 目標の提示 と、その目標達成に向けた各学校

の取 り組みへの圧力である。1999年 に採択 された 「ア

デ レー ド宣言:21世 紀 における学校教育に関する国家

目標(TheAdelaideDeclarationonNationalGoalsfor

SchoolingintheTwenty-FirstCentury)」(以 下 、「アデ レ

ー ド宣言」)を受けて、基礎学力やシティズンシップの

育成 に力 を入れるべ きことが示 されるとともに、その

成果 を目に見えるかたちで示す ことが強調 された。こ

れに伴い、示 された国家 目標を達成す るために、各州

でスタンダー ドの開発や学習内容の具体化な どの作業

が進 められた14。 この動きは、文化的背景や人種、民

族などの違いを超えて、オース トラリア国民として最

低限求め られる能力を一律に規定するとともに、スタ

ンダー ドを設定してその獲得を保障 しようとする動き

であると言 える。

2つ 目は、西洋的な伝統や価値観のもとに国家を統

一 しよ うとする動 きである
。ハワー ドは、文化的多様

性の尊重 とアジア太平洋地域にある諸国家 との連携の

強化をめざしたキーテ ィング(Keating,P.J.)前 首相(労

働党)の 政策を否定 してきた。そ して、シティズンシ

ップ教育(CivicsandCitizenshipEducation)の 推進 に見
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られ るようにIS、 英国的な伝統 を継承す るとともに、

福祉に依存 しない、自立 した自己責任 の強い市民の育

成 をめざしてきた16。 この動きは、オース トラリア国

民として求められる特定の文化や価値観を規定すると

ともに、教育を通 してこ うした文化や価値観 をすべて

の子 どもに獲得させ ようとするものであると言える。

3つ 目は、職業教育の重視である。上述の 「アデ レ

ー ド宣言 」 に お いて 職 業教 育 ・訓練(Vocational

EducationandTraining)の 推 進と充実の必要性が強調さ

れ、第12学 年修了時に職業に関す る知識やスキルを身

につ けることの重要性が指摘された。 ここか らは、国

家の経済発展 と国際競争力の強化に対す る強い意識を

見て取ることができる。

開発教育 との関わ りとい う視点から見ると、これ ら

3つ の特徴の うち、iつ 目と2つ 目の特徴が特に重要で

ある。その理由 として、第一に、1つ 目の特徴である

国家 目標の提示やスタンダー ドの設定は公正 さや平等

を保障することにつながるとい う側面を持っているが、

これが2つ 目の特徴である特定の文化や価値観の強調

と結びつくと、多様性 を排 し、すべての人々を1つ の

尺度 で評価 しようとす ることにつなが りかねない点が

挙げ られる。そ して第二に、多様性の排除はまた、既

存の社会構造や システ ムのあ り方の批判的な吟味を困

難にすることにもつながる危険性を持ってい ることが

挙げられる。なぜなら、批判的な吟味を可能にするた

めには、同一事象を異なる視点か ら比較検討すること

が不可欠だか らである。

以上を踏まえると、ハワー ド政権による教育改革は

開発教育に対 して、次のような対立点を内在 させてい

ることが分かる。それは、 「特定の文化や価値観の重視

か、多様な文化や価値観の尊重か」 「既存の社会構造の

維持 ・発展か、批判的な吟味とその変革か」 とい う2

点である。 これは、学校教育の場における開発教育の

側か ら見ると、開発教育の実践上の強調点を否定す る

ような志向性 を持つ国家か らの教育要求に常にさらさ

れ うることを意味している。

ただし、先述のようにオース トラリアでは各州 ・直

轄区が初等・中等教育に関する権限を持っているため、

連邦政府の影響がそのまま及ぶとは限らない。そこで

次に、開発教育の研究 と実践が盛んに行われてきた南

オース トラ リア州に着 目して、連邦政府お よび州政府

の教育政策が開発教育に及ぼ しうる影響について見て

いこつ。

4.南 オース トラリア州のSACSAの 具体像 と特徴

(1)SACSAの 概 要

南オース トラリア州は、約150万 人(オ ース トラ

リア第5位)の 人口を有す る州である(2006年 時)。

連邦政府 とは異な り、2002年 か ら現在 に至るまで、

労働党のラン(R㎜,M.)が 州 知事(premier)を 務

めている。そのため、ハ ワー ド首相率いる連邦政府

の政策 とは緊張関係 を持っていた。

「アデ レー ド宣言」を受けて、南オース トラリア

州においても他州 と同様に、教育目標の設定、スタ

ンダー ドの開発、学習内容の具体化な どの作業が進

め られた。その成果は 「南オース トラリア州のカ リ

キュラム、スタンダー ド、アカウンタビリティ(South

AustralianCurriculum,StandazdsandAccountability)J

(以下、SACSA)と して体系化 され、2001年 に公

布 された。すなわちSACSAは 、ハ ワー ド政権によ

る教育改革時に南オース トラリア州の教育 ・訓練 ・

雇 用 省(DepartmentofEducation,Trainingand

Employment)に よって作成 され、今 日の南オース ト

ラリア州における初等 ・中等教育段階の教育活動 を

規定 してい る枠組みである。SACSAで は 「アデ レ

ー ド宣言」を受けて、 「芸術」 「デザイン と科学技

術」 「英語」「健康 と身体の教育」「言語」「算数 ・数

学」 「科学」「社会 と環境」の8つ の学習領域が設定

され、すべての学習領域に関 して、就学前か ら第12

学年(18歳)の 子どもたちに対 して行われるべき教

育活動 に関す る目標 とスタンダー ドが設定 され て

いる17。現在で も依然 として教育課程の編成に関す

る各学校の裁量があるとは言え、各学校ではSACSA

の枠組みに沿った教育課程の編成 と、そ こで定め ら

れた教育 目標の達成が求められている。その意味で

SACSAは 、南オース トラ リア州に住むすぺての子

どもが、文化的背景や人種、民族などの違いを超え

て求められる能力を規定するとともに、その獲得を

保障 しようとするための枠組みであると言える。

SACSAで はすべての子どもが、「倫理的かつ社会

的に責任のある社会の一員であ り、自身の個人的な、

そ して グルー プのアイデ ンテ ィテ ィに対す る強い
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感覚 を持 ち、他者のアイデ ンテ ィティを尊重す る」

r決定に対 して よく考え、責任を持つ とともに、関

係 を持ち、アイデ ィアを提起 し、革新的な問題解決

を行 う」 「礼儀正 しい個人間の関係を構築す るとと

もに、ローカル なコミュニティやグローバルなコミ

ュニティにおいて、活動的な役割 を果たす」「遺産

を尊重 しながら、起こりうる未来に貢献 し、それを

形づ くる」 「リテ ラシー、ニューメラシー、情報通

信技術(ICT)の 力 と可能性を利用する優れた情報

伝達者」 とい う特徴を持つ市民かつ生涯学習者にな

ることがめざされている18。

しかしこれだけでは、各学習領域 において想定さ

れてい る教育活動の様相 を具体的に捉える ことは

できない。そこで次 に、開発教育が主に実践 されて

いる 「社会 と環境」の領域に焦点をあて、その目的

の具体的な内容を検討 してい こう。その際、特に、

【表2:「 社会と環境」の学習領域の目的】

.知

鑑寧

勢繹

・ローカルな、ナシ ョナルな、そ してグmバ ルな社会、長い時間をかけて変化 しつつある環境、一 一
そ して(自 然、社会文化、経済、法律、政治の)シ ステムにっいて。

・環境 と社会 との間にある相互作用の性質、原因と結果、環境と社会 との相互依存について。

・社会の中に存在す る権力、権力関係、不平等、そ して富の分配について。

・文化的多様性、社会的結束、人々が持っている様 々なパースペクテ ィブにっいて(長 い時間をか

o

けてこれらは発達 し、変わってい くとい うことを認めながら)。

新たな知識や技術、人 口構図(demographicpatterns)が 生 まれることによって出現する新たな職

業について。

ス
キ
ル

・社会の批判的な探究一 歴史的文脈、分布様式 と空間的関係(spatialpatternsandrelationships)、

社 会的 ・文化的な相互作用と関係 、そして社会システムに関する調査と熟考一 を行 うスキル。

・環境観測、フィール ドワーク、価値判断(appraisal)、 分 析 と行動を行 うスキル。

・過去、現在 、未来の文脈から、様 々なパースペクティブを建設的に批判す るためのスキル。

行動 を計画 し、実践するために、代案を評価 し、意思決定を行い、協働的な努力を行 うためのス●

キル。

・個人的な機会、仕事上の機会、そ してコミュニテ ィが持 っている機会を見っけてそれ らを生か し

始めるとともに、それ らを管理す るためのスキル。

・職業や教育、訓練、そ してその他の活動 に関する未来のチャンスに備 えて、人々と環境 との建設

的かつ肯定的な相互作用を行 うためのスキル0

能 諸価
力問値
題観
をと
検態
討度
すに
る関
た係
めす
の る

様々な決定や行動、関係が暗示するものを理解し、評価する能力。

民主主義のプロセスや社会的公正、環境の持続可能性の中に、陰に陽に見られる価値観や態度を:

批判的に検証 し、明確にする能力。

・人々の持っ多様なパースペクティブや文化的 ・歴史的背景を尊重 し、高 く評価するとともに、平

和的な関係に向けて活動する能力。

・偏見や人種差別、性差別、差別やステ レオタイプ化などを認識 し、立ち向か う能力。

・そ うなるであろう未来、起こりうる未来、そ して望ましい未来(probable,possibleandpreferredfuture)

につ いて考察し、その代案を想像 ・評価するとともに、現在 と未来に影響を与えるために 自身が

持っている能力を経験的に知 り、正当に評価する能力。

努1再
動
に
向
け
た

社
会
的
に
責
任
あ

・すべての生物によって共有されている相互依存の生物圏 と、グローバルな関連 が増えつつあるロ

ーカルな社会政治学的な経済(localsociopoliticaleconomy)に お いて生活するということへの認識

を高めた結果 として[社 会的に責任ある行動をとる能力]。

・積極的な市民は どのように して身のまわ りの世界の改善に貢献 しうるのか、ということに関す る

社会的 ・環境的な認識 と気づきを学習者が発達させ ることと並行 して[社 会的に責任 ある行動を

とる能力]。

(表 は 、SouthAustralia(DepartmentofEducation,TrainingandEmployment),SouthAustralianCurriculu〃 乙Standardsand

AccountabilityFRAMEWC)RK:EarlyYearsBand(BirthtoYear2J,Australia:DETEPublishing,2001,pp.289-290を 筆 者 が 訳

出して作成。[]は 筆者が加筆。また、下線は筆者による。)
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ハ ワー ド政権 の教育改革の影響が どのよ うに反映

されているのかとい う視点から特徴を抽出 したい。

(2)「 社 会と環境」の領域の目的に見 られる特徴

「社会 と環境」の領域での学習では、子どもたち

が グローバルなコ ミュニティの中にある民主的 な

社会の中で、倫理的で、活動的で、知識を持った市

民 として、広範な方法で参加す ることを可能にする

よ うな知識やスキル、価値観を発達 させることがめ

ざされている19。す なわち、行動を起こすことを最

終的な目的 として、そのために必要な知識や スキル、

価値観を身 につけ させ ることが重要である とされ

ているのである。そ して、「社会 と環境」の学習領

域 においてすべての子 どもたちに獲得 させ るべき

力が、「知識 ・理解 ・鑑賞力(appreciation)」 「スキルJ

「価値観 と態度に関係す る諸問題 を検討す るため

の能力」「社会的に責任 ある行動に向けた能力」に

分類 して提示 されている(表2)。

表2の 下線部を中心に検討すると、「社会と環境」

の領域に見 られ る特徴 として、「社会の諸システ ム

についての理解」「自他の持つパースペ クテ ィブや

文化的背景、能力などに関する気づ きの深ま りと、

互いの尊重」「社会の諸 システム、決定事項、行動

な どの背後 にある価値観や権力構造な どの批判的

な吟味」 「問題解決に向けて批判的に探究し、社会

的に責任ある行動を起 こすこと」 「職業についての

理解 と職業にかかわるために必要な力の獲得」の強

調が挙げられる。

この中でも特 に、社会の諸システムや決定事項な

どの背後 にあ る価値観や権力構造な どの批判的な

吟味 を強調 していることからは、諸 システムなどの

背後には一定の価値観や権力構造が働いている と

捉えるとともに、それ らを批判的に検討することが

よ り良い社会づ くりに とって必要であると捉 える

立場が見て取れ る。こ うした認識に立つ と、よりよ

い社会づ くりをめざした問題解決 の過程にお いて

は、既存の社会構造の批判的な吟味 とその変革が重

要 となる。また、自他の持つパースペクティブや文

化的背景な どの尊重を強調 していることからは、ハ

ワー ド政権の教育政策の特徴の1つ である単一の文

化や価値観 の育成 とい う側面の強調がSACSAで は

見 られないことが分かる。

以上を踏まえると、 「社会 と環境」の領域の目的

か らは、西洋的な伝統や価値観を一律に身につけさ

せようとす る動きは見られないことと、社会の進歩

のために既存 の社会の批判的な吟味 が重視 されて

いることが分かる。

(3)ハ ワー ド政権による教育改革におけるSACSA

の位置

ここまで、SACSAの 「社会 と環境」の学習領域

に関す る目的を検討 してきた。SACSAは 、ハワー

ド政権下で採択 された 「アデ レー ド宣言」に示 され

た学校教育に関す る国家 目標 を達成 することをめ

ざして作成 されてお り、国家による教育目標の提示

とその達成に向けた各学校 の取 り組 みへ の圧力 と

い う、ハワー ド政権による教育政策の特徴の1つ を

内包 している。 しか しなが ら、これまでに見てきた

ように、ハワー ド政権による教育政策の特徴の1つ

である西洋的 な伝統や価値観を重視 しよ うとす る

動 きは、「社会 と環境」の領域に関す る目的か らは

見られなかった。また、社会の批判的な吟味の重要

性に対す る認識 も見られた。

以上を踏 まえて、ハワー ド政権による教育改革に

おけるSACSAの 位 置づけについて考えてみよう。

ハ ワー ド政権に よって強力に推 し進め られ てい る

教育改革の下で作成 されたSACSAは 、すべての学

習者に共通の 目標を示す とともに、その達成をめざ

してスタンダー ドを設定 している。ただし、その内

容を見てみ ると、文化や価値観 に関する多様性の尊

重や構造的な不平等の解消がめ ざされ てい るよう

に、ハ ワー ド政権以前の多文化主義の特徴が継承 さ

れていることが分かる。 ここから、SACSAは 、 こ

れまでの多文化主義を否定 しようとす る連邦 レベ

ルでの教育改革の流れ を受 けて作成 された枠組み

ではあるものの、内容面では、これまでの多文化主

義の遺産を反映 させているとい う性質 を持 っもの

であると言える。

5.考 察

以上を踏 まえて、現代オース トラリアの教育改革が

学校教育の場における開発教育にどのような影響 を及
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ぼしうるのか、また、そこから見えてくる開発教育研

究が取 り組むべき課題についての考察に移 ろう。

まず、連邦政府の教育改革 との関わ りを見てみると、

ハ ワー ド政権 による教育改革は開発 教育に対 して、

「特定の文化や価値観の重視か、多様な文化や価値観

の尊重か」 「既存の社会構造の維持 ・発展か、批判的な

吟味 とその変革か」 という2つ の対立点を内在 させて

いた。そ してそれは、開発教育の実践上の強調点を否

定す るような志向性を持つ国家からの教育要求に常に

さらされ うることを意味 していた。一方で、南オース

トラリア州に 目を向けてみると、州の教育活動を規定

しているSACSAで は特定の文化や価値観の重視は見

られず、自分や他者の持つ多様な文化や価値観 を尊重

することの重要性が強調されていた。また、既存の社

会構造の背後にある価値観や権力構造などを批判的に

問い直すためのカの育成が重視されていた。

ここから、連邦 レベルでの教育政策の変化は開発教

育に対 して逆風 とも言えるものであるが、SACSAの 下

では開発教育は従来の強調点を保持 した実践が可能 と

なっているとい うことを指摘することができる。そ し

てその背景 には、SACSAに お いてはハワー ド政権の教

育政策の特徴が十分に反映されてお らず、む しろそれ

とは逆行す るよ うな特徴が見 られ るものであるとい う、

SACSAの 性 質の特徴がある と言 える。すなわち、初

等 ・中等教育に関す る権限を有 してい る州政府が連邦

政府からの教育要求を改変す るかたちで取 り入れてい

るため、開発教育にとって親和的な環境が学校教育の

場において提供 され うるのである。

ここから、オース トラリアの学校教育の場における

開発教育に対す る政府の教育要求からの影響 として、

『シリーズ』の内容の変化に見 られた開発教育の内容

そのものに対する影響に加えて、学校教育の性格を規

定する枠組みの設定に見られ る開発教育実践の自由度

に対する影響 もあることが指摘できる。そ してまた、

こうした状況か らは、学校教育の場において実践 され

るか らこそ立ち現れてくる、次のよ うな開発教育研究

上の課題が見えて くる。

その課題 とは、開発教育が持つ政治的志向性の問題

にどのように取 り組むのかというものである。本論に

おいて見てきたように、コルダーらが提起 している開

発教育の実践上の強調点を否定しうる志向性 を持つハ

ワー ド政権による教育改革の もとで、『シ リーズ』にお

ける開発教育の内容には変化が見 られた。一方で、ハ

ワー ド政権 とは対立 しうる政策を南オース トラリア州

では進めているために、コルダー らの提起する開発教

育との親和性が高くなっていた。 ここか らは、どのよ

うな政治的立場に立つのかによって開発教育の内容が

大きく変わ りうることが分かる。そしてそれゆえに、

実践する開発教育の政治的志向性 を明確化するととも

にそれを学習者にも認識できるかたちで実践すること

が重要であることが分かる。

したがって今後は、開発教育が持つ政治的志向性に

ついての検討を十分に行いなが ら理論的な考察を深め

てい くことが重要な課題 となる。また、同 じ理論に基

づいたとしても、学習者である子 どもの実態や教師の

教育に対す る信念な どによって、その実践は多様なも

のとなりうる。 したがって、具体的な実践の分析を通

して開発教育実践の実態を詳細に検討す ることも重要

な作業 となるだろ う。以上を今後の課題 とする。

主

1た とえば
、『いきいき開発教育一 総合学習に向け

たカリキュラムと教材』(開 発教育協議会編集・発行、

2000年)や 『つながれ開発教育 学校 と地域のパ

ー トナーシップ事例集』(開 発教育協議会編集・発行
、

2001年)な どが挙げられ る。

2オ ース トラリアにおける開発教育の展開過程につい

ては、拙稿 「オース トラリアの学校教育の場におけ

る開発教育の特質に関する一考察1960年 代 か

ら1995年 ま でに焦点を当てて」(『 オセアニア教育

研究』 第12号 、 オセ アニア 教育学会 、2006年 、

pp.51・63)を 参照。
3オ ース トラリアでは1990年 代 後半になると開発教育

に代わって グローバル教育 とい う名称が使われる

ようになった。 しかし、オース トラリアにおけるグ

ローバル教育は開発教育 と同義 であるとい う指摘

もあるため、本稿では開発教育の名称で統一する。

4セ ンターの呼称は 「グmバ ル教育センター(Global

EducationCentre)(南 オース トラリア州)」 「グロー

バル学習セ ンター(GlobalLearningCentre)(ク イー

ンズラン ド州)」 「ワンワール ド教育 ・資料センター
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(OneWorldEducationandResourceCentre)(西 オ ー

ス トラ リア 州)」 「グ ロー バ ル 学 習 の た め の タ ス マ

ニ ア セ ン タ ー(TasmanianCentreforGlobalLearning)

(タ ス マ ニ ア 州)」 と様 々 だ が 、 本 稿 で は これ らを

総 称 して 開発 教 育 セ ン ター と呼 ぶ 。

5『 シ リー ズ 』は
、『グ ロー バ ル に 考 え る(Reid-Nguyen,

R(ed.),ThinkGlobal.・GlobalPerspectivesintheLower

PrimaryClassroom,Australia:CurriculumCorporation,

1999)』 、 『グ ロ ー バ ル に 見 る(Guy,R(ed.),Look

αo加 ゐGlobalPerspectives加theUpperPrimaり ノ

Classroom,Australia:CurriculumCorporation,1999)』 、

『グ ロ ー バ ル に振 舞 う(Triolo,R.(ed.),GoGlobal:

GlobalPerspectivesintheSecondaryClassroom,

Australia:CurriculumCorporation,2000)』 の3冊 か ら成

る 単 元 事 例 集 で あ る。

6拙 稿 「オ ー ス トラ リア の 学 校 教 育 の 場 に お け る開 発

教 育 カ リキ ュ ラ ム の 特 徴 と意 義 一 『グ ロー バ ル ・

パ ー スペ ク テ ィ ブ ・シ リー ズ 』の 単 元 分 析 を 通 して 」

『教 育 目標 ・評 価 学 会 紀 要 』 第17号 、 教 育 目標 ・評

価 学 会 、2007年a、pp57-67。

7高 等 教 育 に 関 して は 連 邦 政 府 が 権 限 を持 っ て い る
。

8Calder
,M.&Smith,R.,ABefterWorldノ'orAll:

DevelopmentEducationfortheClassroom(Book1&2),
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